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(57)【要約】
【課題】生分解性の植物生育培地およびその製造方法を
提供する。
【解決手段】本発明の生分解性の植物生育培地の製造方
法は、バイオポリマーを用意する工程と、バイオポリマ
ーを繊維に溶融加工する工程と、繊維を容器に、または
成形用のキャビティー型に配し、生育培地を形成する工
程とを含む。溶融加工の工程後の繊維は溶融状態または
半溶融状態である。配された繊維は複数の接触箇所で互
いに融着し、キャビティー型の形状に追従するか、また
は容器において不織繊維のシートまたはブロックを形成
する。本発明の植物生育培地は、任意で、界面活性剤や
湿潤剤などの各種添加剤を含む。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　生分解性の植物生育培地を製造する方法であって、
　バイオポリマーを用意する工程と、
　前記バイオポリマーを繊維に溶融加工する工程と、
　前記繊維を成形用のキャビティー型に配し、生育培地を形成する工程と、
　を含み、
　前記溶融加工の工程後の繊維は溶融状態または半溶融状態であり、
　前記配された繊維は複数の接触箇所で互いに融着し、前記キャビティー型の形状に追従
する、生分解性の植物生育培地の製造方法。
【請求項２】
　請求項１において、前記バイオポリマーが、ポリ乳酸およびポリヒドロキシアルカノエ
ートからなる群から選択される、生分解性の植物生育培地の製造方法。
【請求項３】
　請求項１または２において、さらに、
　前記バイオポリマーに界面活性剤を添加する工程、
　を含む、生分解性の植物生育培地の製造方法。
【請求項４】
　請求項３において、前記界面活性剤が、エチレンオキシド／プロピレンオキシドのブロ
ックコポリマー、グリセロールおよびレシチンからなる群から選択される、生分解性の植
物生育培地の製造方法。
【請求項５】
　請求項１から４のいずれか一項において、さらに、
　前記バイオポリマーに湿潤剤を添加する工程、
　を含む、生分解性の植物生育培地の製造方法。
【請求項６】
　請求項５において、前記湿潤剤が、ジアルキルスルホサクシネート、アニオン性の脂肪
族スルホン酸エステルおよびポリオキシエチレンエステルからなる群から選択される、生
分解性の植物生育培地の製造方法。
【請求項７】
　請求項１から６のいずれか一項において、さらに、
　種子の配置および根の成長のための溝を形成する工程、または前記生育培地に穴を設け
る工程と、
　前記生育培地内に種子を植える工程と、
　を含む、生分解性の植物生育培地の製造方法。
【請求項８】
　請求項１から６のいずれか一項において、さらに、
　前記生育培地に切れ目を入れる工程と、
　前記生育培地内に苗を植える工程と、
　を含む、生分解性の植物生育培地の製造方法。
【請求項９】
　生分解性の植物生育培地を製造する方法であって、
　バイオポリマーを用意する工程と、
　前記バイオポリマーを繊維に溶融加工する工程と、
　前記繊維を容器に配し、生育培地を形成する工程と、
　を含み、
　前記溶融加工の工程後の繊維は溶融状態または半溶融状態であり、
　前記配された繊維は複数の接触箇所で互いに融着し、不織繊維のシートまたはブロック
を形成する、生分解性の植物生育培地の製造方法。
【請求項１０】
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　請求項９において、前記容器が、移動する平坦なベルト上に配置された育苗トレイであ
る、生分解性の植物生育培地の製造方法。
【請求項１１】
　請求項９において、前記容器が、２つの垂直または環状のコンベアベルト間に配置され
た移動性プレートであり、前記不織繊維のブロックが前記移動性プレート上に形成され、
前記移動性プレートの移動および前記コンベアベルトの運動が、繊維培地の増加速度とほ
ぼ同一の速度で下方に行われる、生分解性の植物生育培地の製造方法。
【請求項１２】
　請求項９から１１のいずれか一項において、前記バイオポリマーが、ポリ乳酸およびポ
リヒドロキシアルカノエートからなる群から選択される、生分解性の植物生育培地の製造
方法。
【請求項１３】
　請求項９から１２のいずれか一項において、さらに、
　前記バイオポリマーに界面活性剤を添加する工程、
　を含む、生分解性の植物生育培地の製造方法。
【請求項１４】
　請求項１３において、前記界面活性剤が、エチレンオキシド／プロピレンオキシドのブ
ロックコポリマー、グリセロールおよびレシチンからなる群から選択される、生分解性の
植物生育培地の製造方法。
【請求項１５】
　請求項９から１４のいずれか一項において、さらに、
　前記バイオポリマーの繊維のブロックを一辺約１インチ（２．５４ｃｍ）から約１０イ
ンチ（２５．４ｃｍ）の立方状体に切断する工程、
　を含む、生分解性の植物生育培地の製造方法。
【請求項１６】
　請求項１５において、さらに、
　前記生育培地に穴を設ける工程と、
　前記生育培地内に種子を植える工程と、
　を含む、生分解性の植物生育培地の製造方法。
【請求項１７】
　請求項１５において、さらに、
　前記生育培地に切れ目を入れる工程と、
　前記生育培地内に種子を植える工程と、
　を含む、生分解性の植物生育培地の製造方法。
【請求項１８】
　請求項１５において、さらに、
　前記立方状体の４つの面を、隔壁用のフィルムで覆う工程、
　を含む、生分解性の植物生育培地の製造方法。
【請求項１９】
　請求項９から１８のいずれか一項において、さらに、
　前記バイオポリマーに湿潤剤を添加する工程、
　を含む、生分解性の植物生育培地の製造方法。
【請求項２０】
　請求項１９において、前記湿潤剤が、ジアルキルスルホサクシネート、アニオン性の脂
肪族スルホン酸エステルおよびポリオキシエチレンエステルからなる群から選択される、
生分解性の植物生育培地の製造方法。
【請求項２１】
　請求項１から２０のいずれか一項において、さらに、
　前記溶融加工時にガスを導入する工程、
　を含む、生分解性の植物生育培地の製造方法。
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【請求項２２】
　請求項２１において、前記ガスが窒素である、生分解性の植物生育培地の製造方法。
【請求項２３】
　請求項１から２０のいずれか一項において、さらに、
　前記溶融加工の前に、前記バイオポリマーに化学発泡剤を添加する工程、
　を含む、生分解性の植物生育培地の製造方法。
【請求項２４】
　請求項２３において、前記化学発泡剤が、クエン酸－炭酸水素ナトリウム系の化学発泡
剤である、生分解性の植物生育培地の製造方法。
【請求項２５】
　生分解性のバイオポリマーおよび界面活性剤を含む複数の繊維と、
　湿潤剤と、
　を含み、
　前記繊維が前記湿潤剤で被覆されている、植物生育培地。
【請求項２６】
　請求項２５において、前記生分解性のバイオポリマーが、ポリ乳酸およびポリヒドロキ
シアルカノエートからなる群から選択される、植物生育培地。
【請求項２７】
　請求項２５または２６において、前記界面活性剤が、エチレンオキシド／プロピレンオ
キシドのブロックコポリマー、グリセロールおよびレシチンからなる群から選択され、前
記湿潤剤が、ジアルキルスルホサクシネート、アニオン性の脂肪族スルホン酸エステルお
よびポリオキシエチレンエステルからなる群から選択される、植物生育培地。
【請求項２８】
　請求項２２から２４のいずれか一項において、少なくとも一部が、連続気泡の網状構造
である、植物生育培地。
【請求項２９】
　請求項１から２４のいずれか一項に記載の製造方法によって製造された植物生育培地。
【発明の詳細な説明】
【関連技術】
【０００１】
　本願は、2008年9月3日付出願の米国仮特許出願第61/093,968号の優先権の利益を主張す
るものである。この米国仮特許出願の内容は、参照をもって本明細書に取り入れたものと
する。
【技術分野】
【０００２】
　園芸用生育培地は、現在、様々な形態で上市されている。例えば、生育培地には天然材
料のものや合成材料のものがある。一部の生育培地は、ピートやバーミキュライトなどの
ばら物で構成されている。他にも、生育培地を成形品で構成したものがあり、その材料に
は、一般的に、フェノール発泡体；発泡体を接着したもの；ピート同士を接着したもの；
ピートをラップしたもの；ロックウールのような繊維材料などが使用される。成形品の生
育培地の材料には、合成接着剤によって互いに結び付けられて安定化されたものもある。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　現在上市されている培地を使用するにあたっては、様々な短所が見受けられる；例えば
、ロックウール製の培地は天然由来だが分解しない。合成繊維または発泡体の生育培地は
、製造時に石油を消費するだけでなく、同じく分解しない。また、ピートベースの培地は
、合成ポリマーによって結び付けられている。合成ベースの培地からは、汚染物質、廃棄
物質や、化学物質などが土壌に浸み込む場合がある。合成の生育培地は一般的に生分解性
を有さないので、最終的には埋立地の固形廃棄物となる。
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【０００４】
　それにもかかわらず、天然由来の生育培地製品は、製造コストの問題や製造が難しいこ
とから、目立った商業的成功を収めていない。天然由来の生育培地の魅力的な特性には、
生分解性、コンポスト化性（compostability）、生物学的親和性（biocompatibility）な
どが挙げられる。これらの特性に加えて、天然由来の生育培地を特定の植物種、例えば、
その植物種のサイズ、形、密度、水分、流体管理特性などに合わせて製造できれば理想的
である。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明の一構成は、生分解性の植物生育培地の製造方法に関する。当該構成の製造方法
は：バイオポリマーを用意する工程と；バイオポリマーを繊維に溶融加工する工程と；繊
維を成形用のキャビティー型に配する工程、または溶融加工工程によって得られた繊維マ
トリクスを適宜なサイズの構造体に切断する工程と；を含む。配された時点の繊維は、繊
維形成工程に起因して溶融状態または半溶融状態である。当該方法の過程で、バイオポリ
マーの繊維は複数の接触箇所で互いに融着し、キャビティー型の形状を取るようになる。
【０００６】
　本発明の他の構成も、生分解性の植物生育培地の製造方法に関するが、当該構成の製造
方法は：バイオポリマーを用意する工程と；バイオポリマーを繊維にメルトブローする工
程と；繊維を容器に配する工程と；不織繊維のブロックを形成する工程と；を含む。この
ような溶融加工工程により、繊維は溶融状態または半溶融状態となり、容器に配された後
に複数の接触箇所で互いに融着する。
【０００７】
　一実施形態において、容器は、育苗トレイであり、この育苗トレイは、移動可能で平坦
なベルト（孔付きまたは孔なし）上に配置されている。他の実施形態において、容器は、
移動性プレートであり、この移動性プレートは、２つの垂直に延びるコンベアベルト（孔
付きまたは孔なし）間に配置されている。前記垂直に延びるコンベアベルトは、前記移動
性プレート上に形成される繊維培地の増加速度とほぼ同一の速度で下方に移動（または回
転）する。
【０００８】
　本発明のさらなる他の構成は、バイオポリマーとしてポリ乳酸（ＰＬＡ）を使用するこ
とに関する。さらなる他の構成は、原材料のバイオポリマーとして、ポリヒドロキシアル
カノエートとして知られる広いポリマー群を使用することに関する。ポリ乳酸とポリヒド
ロキシアルカノエートとのブレンド（混合物）をバイオポリマーとして使用してもよい。
他の好適なバイオポリマーには、例えば、キサトン、アルギネート、シルクフィブロイン
などが含まれる。
【０００９】
　本発明の一構成では、流体移動性（fluid transport）や湿潤性を向上させるため、バ
イオポリマーに界面活性剤が添加（混合）される。界面活性剤の例には、プルロニック（
登録商標）Ｆ８８、グリセロール、レシチンなどが含まれる。しかしながら、他の数多く
の湿潤剤、界面活性剤や保水剤でも同様の目的を達成できる。界面活性剤は、メルト添加
剤（溶融物に対する添加剤）として添加し、紡糸工程を経て繊維全体に行きわたるように
してもよいし、または繊維仕上げ剤として外部に局所的に適用してもよい。
【００１０】
　本発明の一構成では、バイオポリマーに湿潤剤が添加（混合）される。湿潤剤の例には
、例えば、Ｐｒｏｔｏｗｅｔ　Ｄ－７５、Ｒｅｘｏｗｅｔ　ＲＷ、Ｓｔｅｒｏｘ　ＣＤな
どが含まれる。
【００１１】
　本発明の一構成には、バイオポリマーの繊維のブロックを一辺約１インチから約１０イ
ンチ（約２．５４ｃｍから約２５．４ｃｍ）の立方状体に切断する工程が含まれる。さら
なる他の構成では、立方状体の側面が、薄いフィルム、孔付きフィルム、メッシュ、ネッ
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ト、不織物などの隔壁物によって覆われる。好ましくは、この外側の覆いは、バイオポリ
マー系の材料である。
【００１２】
　本発明の一構成には、生育培地の繊維が形成・配されている間に、または繊維の構造体
の形成後の別工程時に、穴を掘る（dibbling）、すなわち、穴を設けることが含まれる。
他の実施形態では、生育培地に切り目が入れられる。穴が設けられた生育培地または切り
目が入れられた生育培地には、種子または苗を植えることができる。
【００１３】
　本発明のさらなる他の構成は、ＰＬＡ繊維ベースの不織物構造体（例えば、布帛用の繊
維のニードルフェルトや緻密な中綿(batting)の形態の不織物構造体など）を作製し、こ
の構造体を園芸用に所望のサイズ／形状に形成または切断することである。これらのよう
な不織物の培地は、小型でもよいし、または単一ユニット内に複数の植物の育苗部を有す
る極めて大型のものであってもよい。また、これらのような不織物の培地は、必要に応じ
て、大型のシートまたはロールの形態で運ばれてもよい（供給されてもよい）。これらの
繊維の断面は、一般的には丸断面であるが、それ以外の断面を有する繊維、例えば、４Ｄ
Ｇ（Ｆｉｂｅｒ　Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ社製）のような断面
三葉形の深い長手方向溝を有する繊維であってもよく、この４ＤＧは、素早いウィッキン
グ性（毛細管現象によって吸水する能力）および優れた保水性を有する。不織物構造体は
、繊維の断面、サイズ、仕上げレベルなどを適宜選択することにより、その特性を変化さ
せることができる。
【００１４】
　本発明の他の構成は、植物生育培地に関する。この植物生育培地は、生分解性のバイオ
ポリマーと、界面活性剤と、湿潤剤とを含む。一実施形態において、バイオポリマーはポ
リ乳酸である。他の実施形態において、バイオポリマーは、ポリヒドロキシアルカノエー
トである。さらなる他の実施形態において、バイオポリマーは、ポリ乳酸と一種以上のポ
リヒドロキシアルカノエートとのブレンド（混合物）である。
【００１５】
　ある実施形態において、界面活性剤は、プルロニック（登録商標）Ｆ８８、グリセロー
ルまたはレシチンである。ある実施形態において、湿潤剤は、Ｐｒｏｔｏｗｅｔ　Ｄ－７
５、Ｒｅｘｏｗｅｔ　ＲＷまたはＳｔｅｒｏｘ　ＣＤである。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明にかかる方法の一実施形態を示す図である。
【図２】本発明にかかるバイオポリマーの繊維を示す拡大図である。
【図３】立方状体に成形され、部分的に切れ目が入れられたバイオポリマーの生育培地を
示す図である。
【図４】本発明にかかる方法の他の実施形態を示す図である。
【図５】本発明にかかる生育培地の一実施形態を示す斜視図である。
【図６】本発明にかかる方法の一実施形態を示す図である。
【図７】本発明にかかる方法の一実施形態および不織布状の繊維の溶融物を示す図である
。
【図８】本発明にかかる生育培地で育ったマリーゴールド苗の写真である。
【図９】本発明にかかる生育培地で育ったマリーゴールド苗の他の写真である。
【図１０】本発明にかかる生育培地で育ったマリーゴールド苗のさらなる他の写真である
。
【図１１】本発明にかかる発泡体の写真である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　本発明の一構成は、植物の種子や挿し木などに利用可能な生育培地組成物である。本発
明の一実施形態において、生育培地は、バイオポリマーを含むか、またはバイオポリマー
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から本質的に構成される。本発明の他の実施形態において、バイオポリマー製の生育培地
は、ポリ乳酸（ＰＬＡ）を含むか、またはポリ乳酸から本質的に構成される。他の実施形
態において、バイオポリマー製の生育培地は、ポリヒドロキシアルカノエート（ＰＨＡ）
を含むか、またはポリヒドロキシアルカノエートから本質的に構成される。さらなる他の
実施形態において、バイオポリマー製の生育培地は、ＰＬＡとＰＨＡとの共重合体を含む
か、またはＰＬＡとＰＨＡとの共重合体から本質的に構成される。他の実施形態において
、バイオポリマーには、さらなる材料が混合（添加）される。一実施形態において、前記
さらなる材料には界面活性剤が含まれる。他の実施形態において、さらなる材料には湿潤
剤が含まれる。一実施形態において、バイオポリマー製の生育培地は成形されたもの（成
形品）である。他の実施形態において、成形されたバイオポリマーは隔壁物で覆われる。
【００１８】
　本発明の他の構成は、バイオポリマー製の生育培地の製造方法である。ある実施形態に
おいて、この構成にかかるバイオポリマー製の生育培地の製造方法は、生育培地の物理的
特性に何らかの影響を及ぼす。このような物理的特性には、密度、繊維径、繊維長、保水
性、気孔率などが含まれるが、必ずしもこれらに限定されない。一実施形態では、バイオ
ポリマーの繊維径が制御される。本発明の他の実施形態では、バイオポリマーの密度が制
御される。
【００１９】
　本発明にかかる方法および組成物により、所望の寸法を有し、構造的に均質であり、か
つ、機械的に強固なバイオポリマー製の生育培地を形成および調製（製造）することがで
きる。ある実施形態において、バイオポリマー製の生育培地には、種子の配置および発芽
のための穴が設けられる。
【００２０】
　（定義）
　本明細書において「架橋」または「架橋結合」という用語は、２つのポリマー分子鎖の
原子同士を、元素、化学基または化合物で構成された橋で、一次的化学結合（primary ch
emical bond）を介して互いに連結することを指す。例えば、ＰＨＡ（ポリヒドロキシア
ルカノエート）は、直鎖状のポリエステルであり、溶融紡糸（メルトブロー）によって架
橋結合し、安定な三次元構造を形成することができる。架橋結合は、例えば、混合物に化
学物質（すなわち、架橋剤）を混合（添加）させたうえで当該混合物を熱に曝したり、ポ
リマーに高エネルギー照射を適用したりすることによって人工的に行うことができる。
【００２１】
　本明細書において「繊維」および「フィラメント」という用語は、互換可能な用語であ
り、長さ：一辺の長さの比（Ｌ／Ｄ比）が１０：１を超える、細長い糸状の物体または構
造体のことを指す。
【００２２】
　本明細書において「溶融」および「半溶融」という用語は、互換可能な用語であり、固
体から液体への相変化を経て生じる液相のことを指す。
【００２３】
　本明細書において「結合」という用語は、２つの要素間での接合、接着、連結、取付な
どを指す。なお、２つの要素間での結合とは、一方が他方に直接結合すること、および一
方が他方に間接的に結合すること（例えば、両方が同じ介在要素に結合すること）の両方
を指す。
【００２４】
　本明細書において「メルトブロー繊維」という用語は、以下の製法で作製された繊維の
ことを指す。すなわち、メルトブロー繊維では、溶融した熱可塑性材料を複数の微細なダ
イキャピラリー（通常は環状）から押し出すことで生じた溶融糸条または溶融フィラメン
トに対し、高速高温のガス流（例えば、空気流）を一箇所または一領域に向けて適用し、
前記溶融した熱可塑性材料のフィラメントを細分化させてその径を、例えば、マイクロフ
ァイバー径（約１０ミクロン（μｍ）未満）に減少させる。メルトブロー繊維を高速の気
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体流によって集積面（収集面）に堆積させることにより、ランダムに分散したメルトブロ
ー繊維のウェブを形成する。このようなプロセスは、例えば、Butinらの米国特許第3,849
,241号明細書に開示されており、この米国特許の内容は、参照をもって本願に取り入れた
ものとする。メルトブロー繊維は、連続または不連続のマイクロファイバーであり、一般
的に約１．０デニール未満（１デニールは、９０００メートルあたり１グラムに等しく、
１デニールの繊維は約１０μｍの直径を有する）で、かつ、集積面に堆積される時点で自
己接着性を有している。本発明で使用されるメルトブロー繊維の多くは、実質的に連続繊
維である。
【００２５】
　溶融加工は、様々な寸法の繊維を製造するのに利用でき、それらには、マクロファイバ
ー（平均単繊維径が約４０から約１００ミクロン（μｍ）の繊維）、布帛系繊維（平均単
繊維径が約１０～４０ミクロン（μｍ）の繊維）、マイクロファイバー（平均単繊維径が
約１０ミクロン（μｍ）未満の繊維）なども含まれる。メルトブロー法は、超微細マイク
ロファイバー（平均径が約３ミクロン（μｍ）未満の繊維）も含め、様々なマイクロファ
イバーを製造するのに極めて適している。超微細マイクロファイバーの製造方法の例は、
例えば、Timmonsらの米国特許第5,213,881号明細書に記載されており、この米国特許の内
容は、参照をもって本明細書に取り入れたものとする。
【００２６】
　本明細書において「不織物」、「不織ウェブ」または「不織布」という用語は、個々の
繊維または糸が互いの繊維間または糸間に挿入されている材料、ウェブまたは布帛であっ
て、ただし、編物のように繊維同士または糸同士が規則的または識別可能に配置されてい
ない材料、ウェブまたは布帛のことを指す。不織物、不織ウェブまたは不織布は、様々な
方法から製造可能であり、例えば、メルトブロー法、スパンボンド法、エアレイド法、カ
ードウェブ接着法（bonded carded web process）などから製造可能である。不織物、不
織ウェブまたは不織布の坪量は、通常、１平方ヤードあたりのオンス（ｏｓｙ）、または
１平方メートルあたりのグラム（ｇｓｍ）で記述され、繊維径は、通常、ミクロン（μｍ
）で記述される。ｏｓｙ単位からｇｓｍ単位への変換は、大体ではあるが、ｏｓｙ単位の
数値に３３．９１を乗算することで得られる。
【００２７】
　本明細書において「生分解性」という用語は、好気的環境および／または嫌気的環境に
曝されると微生物作用および／または加水分解作用および／または化学的作用によって最
終的に単量体成分にまで分解されることを指す用語である。好気的条件下の生分解では、
物質は二酸化炭素や水などの最終生成物に変換される。嫌気的条件下の生分解では、物質
は二酸化炭素、水およびメタンに変換される。生分解過程は「無機化」と称される場合も
ある。生分解は、繊維中のあらゆる有機成分が、生物学的な活動によって最終的には部分
的な分解または完全な分解を受けることを意味する。
【００２８】
　本明細書において「環境分解性」という用語は、生分解性、崩壊性、「水感受性」、分
散性、（下水などへの）流し易さ、コンポスト化性、またはこれらの組合せを意味するも
のと定義する。
【００２９】
　本明細書において「流し易い」および「流し易さ」という用語は、トイレなどの腐敗性
物質処理システムにおいて溶解可能および／または分散可能および／または崩壊可能およ
び／または分解可能な材料または物質に対して使用する用語であり、「流し易い」材料ま
たは物質は、トイレやその他の下水排水管を詰まらせることなく、余裕をもって流れる。
【００３０】
　「水感受性」という用語は、水中に置かれた際にまたは水で流された際に、識別可能か
つ測定可能な変化を生じる特性を意味する。識別可能な変化の典型的な例には、物質の膨
張、物質がばらばらになること、溶解、構造の全体的な弱体化などが含まれる。
【００３１】
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　「極めて細分化された繊維」とは、高いドロー比の繊維を指す。繊維の総合的なドロー
比とは、繊維の最終的な使用時の繊維径に対する、最大時の繊維径（通常、キャピラリー
を出た直後の繊維径）の比を意味する。
【００３２】
　（材料および特性）
　本発明の一構成は、生育培地組成物に関する。一実施形態において、生育培地は、バイ
オポリマーを含むか、またはバイオポリマーから本質的に構成される。他の実施形態にお
いて、生育培地は、ポリ乳酸（ＰＬＡ）を含むか、またはポリ乳酸から本質的に構成され
る。他の実施形態において、生育培地は、ポリヒドロキシアルカノエート（ＰＨＡ）を含
むか、またはポリヒドロキシアルカノエートから本質的に構成される。さらなる他の実施
形態において、生育培地は、ＰＬＡとＰＨＡとの混合物を含むか、またはＰＬＡとＰＨＡ
との混合物から本質的に構成される。本発明の他の実施形態では、バイオポリマーに、バ
イオポリマー製の生育培地の特性を向上もしくは改善したり、当該生育培地の特性にさら
なる利点を付与したりするための、さらなる材料が混合（添加）される。当該さらなる材
料は、ポリマーの溶融物内に組み込んでもよいし、個々の繊維、ウェブ、複数の繊維もし
くは繊維の塊の外側に結合させてもよいし、または個々の繊維、ウェブ、複数の繊維もし
くは繊維の塊の内部に混入させてもよい。
【００３３】
　本発明にかかる培地に使用されるバイオポリマーの繊維は、環境分解性である。したが
って、当該繊維は、既存のコンポスト施設で簡便かつ安全に廃棄できる。あるいは、当該
繊維は、水に簡単に流すことができる；つまり、当該繊維は、既存の下水インフラシステ
ムに悪影響を及ぼすことなく、排水管を介して安全（確実）に流すことができる。本発明
にかかる繊維の環境分解性によって、環境における人工廃棄物の蓄積問題を解決すること
ができる。本発明にかかる繊維の生分解性は、消費者にとってさらに好都合である。
【００３４】
　本発明にかかるブレンド（混合物）について、ＰＬＡとＰＨＡとの共重合体に含まれる
ＰＨＡ成分は、微生物活性または酵素活性によって容易に分解され、多孔質の構造体を形
成する。この多孔質の構造体により、ＰＬＡ成分の加水分解が促進される。その後、さら
に、ＰＬＡの加水分解生成物が生分解を受ける。
【００３５】
　数多くの国々および組織により、生分解の様々な標準が設けられている。異なる標準プ
ロトコル間では、使用される試験法（テスト）によって、規定の試験条件、評価法、所望
の基準などが異なるものの、それなりに共通する部分も多いので、大半の材料について同
様の結論が得られると考えられる。好気的生分解性については、米国材料試験協会（ＡＳ
ＴＭ）が、ＡＳＴＭ　Ｄ　５３３８－９２：コントロールされたコンポスト条件下でのプ
ラスチック材料の好気的生分解性試験法を設けている。この試験は、５８℃に保持された
活性化コンポストの存在下における微生物の同化により放出される二酸化炭素の量を監視
することにより、試験材料の無機化の割合（％）の対時間変化を測定するものである。二
酸化炭素の生成量については、例えば、電解方式の呼吸測定法（electrolytic respirome
try）によって試験することができる。他の標準プロトコル、例えば、経済協力開発機構
（ＯＥＣＤ）の３０１Ｂなどが用いられてもよい。酸素の不在下での生分解の標準試験法
は、例えば、ＡＳＴＭ　Ｄ　５５１１－９４などの各種プロトコルに記載されている。こ
れらの試験法は、嫌気性固形廃棄物処理施設または衛生埋立地での物質の生分解性をシミ
ュレートしたものである。
【００３６】
　本発明にかかる繊維は、さらに、崩壊性を有し得る。崩壊性を有すると、繊維性の基質
が素早く断片化し、例えば、コンポスト時にはふるいにかけても識別不可能なほどの小さ
いサイズの断片になったり、水に流した際に排水管を詰まらせないほどの小さいサイズに
なる。崩壊性を有する材料または物質は、水に対する流れ易さを兼ね備える場合もある。
崩壊性についての大半のプロトコルは、各種環境（matrices）に曝された際の試験材料ま



(10) JP 2012-501649 A 2012.1.26

10

20

30

40

50

たは試験物質の経時的な重量減少を測定するものである。崩壊性の試験は、好気的および
嫌気的条件の双方を使用する。重量減少は、廃水やスラッジにさらした繊維性の試験材料
または試験物質の、１ｍｍの目開きを有する１８メッシュのふるいで収集できなかった量
に基づいて決定する。崩壊性の速度および程度については、試験前の試料の重量とふるい
で回収された試料の乾燥重量との差に基づいて決定する。
【００３７】
　ある実施形態において、本発明にかかる繊維はコンポスト化性を有する。ＡＳＴＭは、
コンポスト化性の試験法や規格を設けている。ＡＳＴＭの試験法は３つの特性について測
定を行い、これらの特性とは、生分解性；崩壊性；生態毒性がないこと；である。生分解
性および崩壊性の試験法については前述のとおりである。コンポスト化性を有するための
生分解性の基準を満たすには、試験材料または試験物質は、４０日以内に少なくとも６０
％が二酸化炭素に変わるものでなければならない。また、崩壊性の基準を満たすには、試
験材料または試験物質は、目開き２ｍｍのふるいにかけられた際に、廃棄時と同じ形状お
よび同じ厚さでふるい上に残るものが少なくとも１０％未満でなければならない。最後の
基準、つまり、生態毒性がないこととは、生分解による二次産物が、種子の発芽や植物の
生育に悪影響を及ぼさないということである。この基準の試験法の一例は、ＯＥＣＤ　２
０８に詳述されている。国際生分解性製品協会（International Biodegradable Products
 Institute）は、ＡＳＴＭ　６４００－９９規格を満たしていることが立証された製品に
対し、コンポスト化性を表すロゴを発行している。このＡＳＴＭのプロトコルは、独国の
ＤＩＮ５４９００（試験材料または物質の、１回のコンポストサイクルで完全に分解可能
な最大の厚さを決定する試験法）にならったものである。
【００３８】
　本明細書に開示されている繊維は、水に対する流し易さを備えた、使い捨ての不織物か
らなる生育培地を製造するのに使用することができる。当該繊維および当該繊維で構成さ
れた物品は、水への応答性を有し得る。
【００３９】
　本発明にかかる繊維は、熱結合可能な性質を有し得る。熱結合可能な繊維は、熱圧着法
やスルーエア式熱結合法（連続熱風処理法）を行うのに必要である。ＰＬＡとＰＨＡとの
ブレンド（混合物）は、ＰＬＡ単独の場合に比べ、ＰＬＡ繊維の高配向性により結合特性
が向上する。
【００４０】
　本発明にかかる繊維は、極めて細分化された繊維であってもよく、繊維径が約１μｍか
ら約１０００μｍであってもよい。ある実施形態において、繊維径は約５０μｍから約５
００μｍである。ある実施形態において、繊維径は約７５μｍから約２００μｍである。
ある実施形態において、繊維径は約９０μｍから約１２５μｍである。不織物を製作する
ための繊維の繊維径は、約５０μｍから約１５０μｍであってもよい。繊維径は、押出機
のオリフィスのサイズ、紡糸速度（または総合的なドロー比）、押出量、ブレンド（混合
物）の組成、またはこれらの組合せによって制御されてもよい。
【００４１】
　（さらなる材料）
　本発明にかかる組成物には、さらなる成分が、約５０重量％未満、約０．１重量％から
約２０重量％、または約０．１重量％から約１２重量％含まれていてもよい。このような
任意の成分または材料は、最終製品の加工性および／または物理的特性（例えば、保水性
、弾性（elasticity）、引張強度、モジュラスなど）を変化させるために利用され得る。
その他の利点には、安定性（酸化安定性など）、明度、色、可撓性、復元性、機械加工性
、加工補助、粘度向上、悪臭防止などが含まれるが、必ずしもこれらに限定されない。
【００４２】
　その他の任意の成分または材料には、界面活性剤、ウィッキング性向上剤（wicking ag
ent）、湿潤剤、再湿潤剤などが含まれるが、必ずしもこれらに限定されない。典型的な
界面活性剤の例には、プルロニック（例えば、プルロニック（登録商標）Ｆ８８など）、
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界面活性補助剤（例えば、グリセロール、レシチンなど）などが含まれるが、必ずしもこ
れらに限定されない。界面活性剤は、ポリマーのウィッキング性や保水性を向上させる。
【００４３】
　ポロキサマーとしても知られるプルロニックは、非アニオン性界面活性剤のポリオキシ
エチレン－ポリオキシプロピレン－ポリオキシエチレンのブロックコポリマーである。ポ
ロキサマーの界面活性能は、清浄化、分散、安定化、発泡、乳化などに有用である。上市
されているポロキサマーの平均分子量は、約１，０００から１６，０００ダルトン（また
はそれ以上）である。ポロキサマーは、逐次反応の生成物なので、個々のポロキサマー分
子の分子量は、平均分子量を中心として統計学的な分布を示す。また、上市されているポ
ロキサマーには、例えば、ＢＡＳＦ社（独国Ｌｕｄｗｉｇｓｈａｆｅｎ市）の製品のよう
に、相当の量のポリ（オキシエチレン）ホモポリマーおよびポリ（オキシエチレン）／ポ
リ（オキシプロピレン）ジブロックポリマーを含んだものもある。これら副生成物の相対
量は、ポロキサマーの構成成分ブロックの分子量が増大するにつれて増加する。製造元に
もよるが、これらの副生成物は、商品ポリマーの全質量の約１５％から約５０％を構成し
得る。本明細書において「プルロニック（登録商標）８８」とは、ｍ／ｎ比が９７／３９
で、平均分子量が約１１，４００ダルトンの、ポリオキシエチレン－ポリオキシプロピレ
ン－ポリオキシエチレン（ＥＯｍ－ＰＯｎ－ＥＯｍ）のブロックコポリマーのことを指す
。
【００４４】
　湿潤剤または再湿潤剤の例には、ジアルキルスルホサクシネート（例えば、Ｐｒｏｔｏ
ｗｅｔ　Ｄ－７５など）、アニオン性の脂肪族スルホン酸エステル（例えば、Ｒｅｘｏｗ
ｅｔ　ＲＷなど）、ポリオキシエチレンエステル（Ｓｔｅｒｏｘ　ＣＤなど）などが含ま
れるが、必ずしもこれらに限定されない。Ｐｒｏｔｏｗｅｔ　Ｄ－７５は、ジオクチルス
ルホサクシネートである。Ｒｅｘｏｗｅｔ　ＲＷは、アニオン性の脂肪族スルホン酸モノ
エステルおよびジエステルである。Ｓｔｅｒｏｘ　ＣＤは、ポリオキシエチレンエステル
である。
【００４５】
　その他の任意の成分または材料の例には、米国特許第5,053,482号明細書、米国特許第5
,097,004号明細書、米国特許第5,097,005号明細書、米国特許第5,295,985号明細書（これ
ら米国特許の内容は、参照をもって本明細書に取り入れたものとする）に記載されている
ような、速やかに加水分解することが可能な（したがって、高確率で生分解性を有する）
芳香族／脂肪族のポリエステルコポリマー、生分解性の脂肪族ポリエステルアミドポリマ
ー、ポリカプロラクトン、脂肪族ポリオール由来のポリエステルもしくはポリウレタン（
すなわち、ジアルカノイルポリマー）、ポリエチレン／ビニルアルコールのコポリマーを
含むポリアミド、セルロースエステルもしくはセルロースエステルの可塑化誘導体、塩類
、滑剤、結晶化促進剤（例えば、造核剤など）、結晶化遅延剤、消臭剤、架橋剤、乳化剤
、界面活性剤、シクロデキストリン、潤滑剤、加工助剤、蛍光増白剤、酸化防止剤、難燃
剤、染料、顔料、フィラー、タンパク質、タンパク質のアルカリ塩、ワックス、タック付
与樹脂、鎖伸長剤、ブロッキング防止剤、帯電防止剤、またはこれらの組合せなどが含ま
れるが、必ずしもこれらに限定されない。フィラーには、クレイ、泥、各種無機物や鉱物
などの無機充填剤や有機充填剤が極めて有用である。滑剤は、繊維のタック性や摩擦係数
を軽減するのに役立つことがある。さらに、滑剤は、繊維の安定性（特に、高湿度や高温
の条件下での安定性）を向上させるのに有用な場合がある。滑剤の例として、ポリエチレ
ンやポリアミドなどが挙げられる。塩を溶融物に加えて繊維の水への応答性を向上させて
もよいし、塩を補助的手段として使用してもよい。塩は、バインダの可溶性を低下させる
場合もあるが、通常、繊維が水中に入れられたり水に流されたりすると塩が溶解して、こ
れに伴ってバインダも溶解する。したがって、塩をさらなる成分または材料として含有さ
せることにより、水感受性の向上した製品が得られる。
【００４６】
　（本発明にかかる方法）
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　繊維を作製する最初の工程は、原材料を加熱し、一般的にせん断下で行うコンパウンデ
ィング工程または混合工程である。熱の存在下でせん断を行うことにより、均質な溶融物
が得られる。その後、溶融物は加圧下で押出ダイまたは紡糸口金へと送られ、繊維が形成
される。繊維の集積は、熱、圧力、化学バインダ（chemical binder）および機械交絡の
うちの少なくとも１つまたは互いに組み合わされて行われ、不織ウェブを形成する。その
後、不織ウェブは生育培地に加工される。
【００４７】
　好適な混合装置は、複数の混合ゾーンを備える二軸押出機である。バッチ式の二軸ミキ
サや単軸押出システムが使用されてもよい。十分な混合および加熱を行えるものであれば
、使用する装置が特定のものである必要はない。また、少量の添加剤ポリマーの溶融物を
メイン押出機またはダイに注入するのに、メイン押出機とは別体のサイド押出機またはサ
イドインジェクタを用いてもよい。この方法は、顔料、加工助剤、界面活性剤、または所
望の特性を有する他の化合物もしくは組成物を導入するのに好都合である。
【００４８】
　材料をコンパウンディングする他の方法は、ポリマーを、徐々に加温して混合する押出
システムに供給（投入）することを含む。例えば、６つの加熱ゾーンを備える二軸押出機
の場合、最初の３つのゾーンを９０℃、１２０℃、１３０℃にそれぞれ加熱し、残りの３
つのゾーンをポリマーの融点未満に加熱するようにしてもよい。
【００４９】
　本発明のある実施形態は、溶融紡糸法を利用する。溶融紡糸では、押出物の質量損失が
ほとんどないか全くない。この点で、溶融紡糸は、溶媒が押出物から揮発または発散する
ために質量損失が生じる、溶液を用いた乾式紡糸や湿式紡糸などの他の種類の紡糸法と異
なる。
【００５０】
　紡糸は、約１００℃から約２７０℃、約１２０℃から約２３０℃、または約１７０℃か
ら約２１０℃の温度で行ってもよい。加工温度は、各成分の化学的性質、分子量および濃
度に応じて設定される。
【００５１】
　１００メートル／分を超える繊維紡糸速度が必要となり得る。繊維紡糸速度は、約５０
０メートル／分から約１０，０００メートル／分、約２，０００メートル／分から約７，
０００メートル／分、または約２，５００メートル／分から約５，０００メートル／分に
設定してもよい。連続繊維は、スパンボンド法やメルトブロー法で作製することができ、
それ以外の場合には、不連続繊維（ステープル繊維）を作製することができる。繊維の各
種作製方法（製造方法）を様々に組み合わせて利用してもよい。
【００５２】
　均質化されたブレンド（混合物）は、従来の溶融紡糸装置によって繊維へと溶融紡糸し
てもよい。紡糸された繊維は、従来の巻取用のゴデットシステムまたは空気引取り装置に
よって集積してもよい。ゴデットシステムを使用した場合、押し出された繊維を、約５０
℃から約１４０℃の温度で延伸してもよい。これにより、繊維の配向性をさらに向上させ
ることができる。その後、延伸された繊維を捲縮および／または切断することによって不
連続の繊維（ステープル繊維）を形成してもよい。
【００５３】
　繊維の形成後、繊維または繊維を互いに結合させた布帛をさらに処理してもよい。繊維
または布帛の表面エネルギーおよび化学的性質を調整するために、親水性の仕上げ剤、疎
水性の仕上げ剤、または界面活性成分を含有する仕上げ剤を添加してもよい。例えば、疎
水性の繊維は、水性液体の吸収を促進するために湿潤剤で処理してもよい。繊維を互いに
結合させた布帛については、繊維の表面特性をさらに調整するために、界面活性剤、顔料
、滑剤、塩などを含んだ塗布溶液（topical solution）によって処理してもよい。
【００５４】
　具体的には、本発明は、生分解性の生育培地の製造方法に関する。当該製造方法の一実
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施形態を、図１に示す。バイオポリマーの繊維材料は、押出機１８から送り出され、ノズ
ル用バンドヒータ１２（円筒状の加熱部材）を備えたディスペンスノズル１７を経て、押
出ノズル１３から供給される。押出ノズル１３は、溶融状態の繊維１０が押し出される１
つ以上のオリフィスを有する。この実施形態では、溶融または半溶融したバイオポリマー
からなる繊維１０は成形用のキャビティー１４に直接流し込まれ、繊維状溶融物１１を形
成する。
【００５５】
　図１に示す複数の成形用のキャピティー１４には、それぞれ、複数のディスペンスノズ
ル１７から押し出されたバイオポリマーの繊維が同時に充填される。成形用のキャビティ
ー１４は、育苗トレイ１９中に成形されている。図１の成形用のキャビティー１４は、形
状がほぼ円筒状であり、開いた上端部と、下端部とを有する。上端部の形状および下端部
の形状はほぼ環状であり、上端部は下端部よりも大径である。キャビティー１４の側面１
５はテーパ状である。キャビティー１４を、植物の種子の発芽・生育に適した各種形状お
よびサイズに設定することは、本発明の範疇である。
【００５６】
　上述したシステムは、複数のキャビティー１４を同時に充填する大量生産用のシステム
にスケールアップさせることができる。ある実施形態において、キャビティーは、従来の
育苗トレイ１９を利用するキャビティーである。他の実施形態において、キャビティーは
、繊維を金型で成形し、これを従来の育苗トレイに移したものである。
【００５７】
　溶融または半溶融したバイオポリマー繊維１０は、成形用のキャビティー１４の底部か
ら積み上がり、キャビティー１４の形状を取る。図２で詳細に示されているように、溶融
または半溶融した繊維１０は、複数の接触箇所２０で互いに融着する。バイオポリマーの
繊維溶融物１１の温度が低下すると、接触箇所２０が凝固する。これにより、固定した機
械的に強固な構造体が得られる。接触箇所２０により、バイオポリマーの繊維１０同士の
間には、水、空気および植物の根のための空間２１が形成される。空間２１のサイズは、
接触箇所２０の分布度（frequency）に直接関係する。すなわち、バイオポリマーの繊維
溶融物の総合的な密度は、空気が通る空間２１に影響される。繊維溶融物１１内の接触箇
所２０の数が多くなり、空間２１のサイズが小さくなるほど、密度は上昇する。つまり、
バイオポリマーの繊維１０の占めるスペースが増加する。接触箇所２０の数が少なくなり
、空気が通る空間２１の数およびサイズが増加するほど、密度は低下する。この場合、バ
イオポリマーの繊維１０の占めるスペースが減少する。
【００５８】
　繊維溶融物１１内の接触箇所２０の数は、図１に示す軸心１６を中心とした、押出ノズ
ル１３または育苗トレイ型１９の周期的運動によって制御される。押出ノズル１３または
育苗トレイ型１９の周期的運動は、バイオポリマー溶融物１１の密度に直接影響を及ぼす
。
【００５９】
　ポリマーの溶融物の温度、流量および圧力、ならびに繊維細分化に用いられる空気の温
度、流量および圧力は、いずれも変化可能である。これら３つの変数（因子）の操作は、
生じる繊維に直接影響を与える。繊維径、ドロー比またはポリマーの配向性、空気および
その他の流体に対する孔隙率、その他の物理的・化学的特性なども変化させることができ
る。これにより、オートメーションベースの多層構造を製造することができる。サイド押
出機またはサイドインジェクタを使用した場合、これらを介して導入した添加剤について
も同様な操作・変化が可能である。
【００６０】
　複数の押出システムを用い、各システムで互いに同一または互いに異なる溶融ポリマー
を利用することにより、複数の層のウェブまたは基材を作製（製造）することも可能であ
る。このコンセプトを応用し、複数の押出システムからのポリマーの流量を選択的に操作
することにより、異なる層、異なる繊維の種類、異なる繊維特性、異なる厚さ、異なる密
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度などを備えた最終製品を、状況に合わせて製作（製造）することができる。可能性は豊
富である。プロセス制御をコンピュータ化することにより、これら全ての変数（因子）を
極めて高速で制御することができる。これにより、製造速度を最適化することができる。
【００６１】
　本発明では、押出ノズル１３または育苗トレイ型１９の矢印１６による周期的運動の振
動数（physical oscillation frequency）を調節することによって、様々な密度のバイオ
ポリマー製の生育培地を製造することができる。それだけでなく、本発明では、特定の植
物にとって最適な生育環境である最適な密度でバイオポリマー製の生育培地を製造するこ
ともできる。あまり水を必要としない植物の場合、高い密度の生育培地が最も適している
。また、大量の水および養分を必要とする植物の場合、低い密度の生育培地が最も適して
いる。
【００６２】
　バイオポリマー製の生育培地の物理的特性（例えば、密度、多孔度、保水性、物理的統
合性（physical integrity）など）が制御される。図５に示す実施形態の最終工程は、フ
ィラメント間をテーパ状のピンで互いに分けて、バイオポリマー製の生育培地２３に穴３
１を形成することを含む。穴３１には、種子、挿し木または苗が植えられる。他の実施形
態では、より明確な穴形状を有する穴３１を設けるために、加熱されたピンが使用される
。他の実施形態では、成形用のキャビティー１４にピンを組み入れてからその周りに繊維
１０を形成することにより、培地の上から下にかけて貫通した穴（貫通孔）を設けること
ができる。他の実施形態では、図３に示すように、成形された培地２３の繊維に部分的な
切れ目が入れられる。この場合、切れ目を広げることで、大きい苗を受け入れられるよう
になる。他の実施形態では、繊維のウェブが、任意の一辺の長さの中空円筒または中実円
筒に巻き付けられる。
【００６３】
　図４は、本発明にかかる方法の他の実施形態を示す図である。バイオポリマー製の生育
培地２４のスラブ（slab）、マット、または互いに独立したブロックが育苗トレイ１９に
形成される。この実施形態では、バイオポリマーの繊維１０が、移動する平坦なベルト２
５上に配される。メルトブロー用のノズル２６または平坦なベルト２５を、矢印１６のよ
うにベルトの進行方向に対して横に交差するような方向において周期的運動させて、配さ
れるにつれて繊維１０同士が横方向に重なり合うようにしてもよい。溶融または半溶融し
たバイオポリマーの繊維１０は、温度が低下するにつれて、互いに接触している部分が結
合し融着する。これにより、不織物のバイオポリマー製の培地２４が得られる。このよう
な培地２４は、各層が互いに結合して所望の厚さに達するまでメルトブロー用のヘッド２
６の下に置かれ、連続ループ状となったものでもよい。他の実施形態では、生育培地２４
を厚くするために、複数のメルトブロー用のヘッドノズル２６が用いられる。生育培地２
４の密度は、バイオポリマーの溶融温度および平坦なベルト２５の矢印１６の振幅を変化
させることによって制御される。
【００６４】
　図５に示す実施形態において、バイオポリマー製の生育培地２４は立方状体２３に切断
される。一実施形態において、立方状体の一辺の長さは１～１０インチ（約２．５４ｃｍ
～約２５．４ｃｍ）である。他の実施形態において、立方状体の一辺の長さは２～５イン
チ（約５．０８ｃｍ～約１２．７ｃｍ）である。さらなる他の実施形態において、立方状
体の一辺の長さは３～４インチ（約７．６２ｃｍ～約１０．１６ｃｍ）である。立方状体
の４つの面は、フィルムなどの隔壁物３０で覆われる。隔壁物３０は、水分や栄養分の損
失を防ぎ、また、ブランド（銘柄）の印刷面にもなる。型抜きされた成形品２３には、適
切なピンを用いて、種子、挿し木、または苗を植えるための穴３１が設けられる。なお、
前述のスラブまたはマットは、ニードルパンチまたは水流交絡によって繊維同士を機械的
結合させることによって製作（製造）することもできる。
【００６５】
　図１に示す方法の実施形態には、バイオポリマーの繊維１０が成形用のキャビティー１
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４に充填される様子、そして、図４に示す方法の実施形態には、バイオポリマーの繊維１
０が平坦なベルト２５に配される様子が示されている。繊維は、サイドからサイドへのパ
ターン（一側方から他側方へのパターン）で実質的に延びるので、各繊維は、地面と平行
な平面上に実質的に配置される（水平方向の布目（孔）を有する）。図６に示す方法の実
施形態でも、繊維溶融物１１からなるバイオポリマーの繊維１０は、水平方向の布目を有
する。ただし、植物によっては、水平方向の布目の生育培地では根の発達が阻害されてし
まうものもある。例えば、ラーダマツの根の成長には、垂直方向に真っ直ぐに開いた空間
が好ましい。
【００６６】
　垂直方向の布目を有する繊維を含んだバイオポリマー製の生育培地の製造方法を、図６
および図７の実施形態に示す。バイオポリマーの繊維１０は、２つの垂直方向に延びるコ
ンベアベルト６１の間に配され、最終的には、水平方向の布目を有するバイオポリマー製
の繊維状溶融物または生育培地１１が得られる。最初に、繊維は、２つのコンベアベルト
６１の間に装着された移動性プレート６０に配される。これらコンベアベルト６１は、矢
印１６の方向に、総合的な振幅が２つのベルト６１間の距離ｄにほぼ等しい周期的運動を
行う。２つのベルト６１間の距離ｄにより、スラブ（培地）１１の最終的な垂直方向の高
さが決まる。コンベアベルト６１の運動（回転）は、図７から分かるように、繊維製の培
地１１の増加速度とほぼ同一の速度で下方に行われる。バイオポリマーの繊維１０は、半
溶融状態であり、接触箇所で互いに結合する。
【００６７】
　他の実施形態は、２つの回転ドラムまたはスクリーンのニップ点で繊維を集めてウェブ
を形成する構成である。この構成は、ドラム間の距離、真空レベル、およびドラム径を調
節することで繊維をＸ、Ｙ及びＺの全方向に配向させて集めることができるので有益であ
る。
【００６８】
　２つのドラムの位置関係が水平方向であって、繊維が上方で形成されて下方に引き出さ
れる構成の場合、固形粉末または顆粒のフィーダ（供給装置）を配置することができる。
当該フィーダにより、添加剤を投入（混合）させることができる。固形物のフィーダは、
集積装置の近傍に物理的に配置されてもよいし、または当該集積装置から離れた場所に配
置され、固形物を空気流によって供給するものであってもよい。超吸収剤、スターチ、ピ
ートモス、セルロースもしくはその他の繊維、化学的添加剤もしくは肥料などが、このよ
うにして添加（混合）されてもよい。この固形物システムの供給速度は、必要に応じて変
化および電源オン／オフすることができるので、複雑な構造体を形成することが可能であ
る。２つの紡糸口金を二重ドラム集積装置の上方に配置し、これら２つの紡糸口金の間に
固形物の添加剤を導入する構成は、材料のサンドイッチ状の結合体、すなわち、複合体が
形成できるので、特に有益である。
【００６９】
　図７の方法の実施形態では、バイオポリマー製の培地１１が、所定の長さに切断された
後、９０°横に回転してフラットに配置され、所望の形状に型抜きされる。型抜きされた
生育培地１１は、地面に対して垂直に実質的に配置された繊維１０を含む。この生育培地
１１は、高さｄで、鉛直方向の布目を有する。一実施形態において、成形された生育培地
１１には穴が設けられる。他の実施形態において、生育培地１１の側面は、隔壁用の材料
または物質３０によって覆われる。他の実施形態において、コンベアベルト６１にはポリ
フィルムなどの隔壁用の材料または物質３０が配置されており、コンベアベルト６１を出
た生育培地を当該材料または物質３０で覆うようになっている。この実施形態において、
上方からの植付けまたは植込み、吸水、および下方からの排水が容易に行われるように、
フィルムにはパンチ（穿孔機）で穴が設けられる。
【００７０】
　（他の種類の構造体）
　押出法に変更を行うことで、他の種類の構造体を作製（製造）するようにしてもよい。
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窒素や二酸化炭素などのガスを、ポリマー溶融物に組み込んでもよい。ガスは、押出機の
ダイヘッドよりも上流の押出スクリューの混練部においてポリマーに混入するように、押
出バレルの一箇所から高圧で導入される。これにより、発泡構造体が得られる。この発泡
構造体は、シート状に形成してもよいし、シート状に形成した後、型抜きしたり、型内に
配したりすることにより、任意の形状を持たせるようにしてもよい。
【００７１】
　他の材料、例えば、炭酸水素ナトリウムとクエン酸との混合物などをポリマーに化学発
泡剤としてポリマーに添加（混合）させることによって、発泡体を作製（製造）するよう
にしてもよい。化学発泡剤は乾燥粉末であり、加熱されると分解してガス（主に二酸化炭
素や窒素など）を放出する。このガスは、押出機や射出成形機のバレルで加圧されている
状態のポリマー溶融物（溶液）内に留まる。溶融物がダイまたはノズルから出ると、圧力
が低下することでガスが膨張し、物品を発泡させる。
【００７２】
　可塑剤、界面活性剤、湿潤剤などを添加（混合）したり、溶融物の温度を制御したりす
ることにより、繊維を成形したものと動作特性の類似性を多少有する発泡構造体を得るこ
とができる。発泡構造体の網状の連続気泡は、ランダム繊維と効果が幾つか共通しており
、また、空気対固体比（air to solids ratio）、毛細管特性、密度、可撓性などについ
ても類似する点が多い。
【００７３】
　発泡体には、繊維の成形品と比べて幾つかの利点がある。発泡体はより滑らかで、より
「仕上りに近い」表面仕上りを有する傾向があり、発泡体間で引っ付いたりくっついたり
しにくいので、機械取扱い性（machine handling）やオートメーション性に問題が少ない
。その他の利点として、優れた構造的統合性や、成形工程との優れた相性が挙げられる。
【００７４】
　（本発明の各種構成）
　本発明の一構成は、生分解性の植物生育培地の製造方法に関する。当該製造方法は：バ
イオポリマーを用意する工程と；前記バイオポリマーを繊維に溶融加工する工程と；前記
繊維を成形用のキャビティー型に配し、生育培地を形成する工程と；を含み、前記溶融加
工の工程後の繊維は溶融状態または半溶融状態であり、前記配された繊維は複数の接触箇
所で互いに融着し、前記キャビティー型の形状に追従する。
【００７５】
　本発明のある実施形態は、前述の任意の方法であって、バイオポリマーが、ポリ乳酸お
よびポリヒドロキシアルカノエートからなる群から選択される方法に関する。
【００７６】
　本発明のある実施形態は、前述の任意の方法であって、さらに、バイオポリマーに界面
活性剤を添加する工程を含む方法に関する。本発明のある実施形態は、前述の任意の方法
であって、界面活性剤が、エチレンオキシド／プロピレンオキシドのブロックコポリマー
、グリセロールおよびレシチンからなる群から選択される方法に関する。
【００７７】
　本発明のある実施形態は、前述の任意の方法であって、さらに、バイオポリマーに湿潤
剤を添加する工程を含む方法に関する。本発明のある実施形態は、前述の任意の方法であ
って、湿潤剤が、ジアルキルスルホサクシネート、アニオン性の脂肪族スルホン酸エステ
ルおよびポリオキシエチレンエステルからなる群から選択される方法に関する。
【００７８】
　本発明のある実施形態は、前述の任意の方法であって、さらに、種子の配置および根の
成長のための溝を形成する工程、または生育培地に穴を設ける工程と、生育培地内に種子
を植える工程とを含む方法に関する。
【００７９】
　本発明のある実施形態は、前述の任意の方法であって、さらに、生育培地に切れ目を入
れる工程と、生育培地内に苗を植える工程とを含む方法に関する。
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【００８０】
　本発明の他の構成も、生分解性の植物生育培地の製造方法に関するが、当該製造方法は
：バイオポリマーを用意する工程と；前記バイオポリマーを繊維に溶融加工する工程と；
前記繊維を容器に配し、生育培地を形成する工程と；を含み、前記溶融加工の工程後の繊
維は溶融状態または半溶融状態であり、前記配された繊維は複数の接触箇所で互いに融着
し、不織繊維のシートまたはブロックを形成する。
【００８１】
　本発明のある実施形態は、前述の任意の方法であって、容器が、移動する平坦なベルト
上に配置された育苗トレイである方法に関する。
【００８２】
　本発明のある実施形態は、前述の任意の方法であって、容器が、２つの垂直または環状
のコンベアベルト間に配置された移動性プレートであり、前記不織繊維のブロックが移動
性プレート上に形成され、移動性プレートの移動およびコンベアベルトの運動（回転）は
、繊維培地の増加速度とほぼ同一の速度で下方に行われる方法に関する。
【００８３】
　本発明のある実施形態は、前述の任意の方法であって、バイオポリマーが、ポリ乳酸お
よびポリヒドロキシアルカノエートからなる群から選択される方法に関する。
【００８４】
　本発明のある実施形態は、前述の任意の方法であって、さらに、バイオポリマーに界面
活性剤を添加する工程を含む方法に関する。本発明のある実施形態は、前述の任意の方法
であって、界面活性剤が、エチレンオキシド／プロピレンオキシドのブロックコポリマー
、グリセロールおよびレシチンからなる群から選択される方法に関する。
【００８５】
　本発明のある実施形態は、前述の任意の方法であって、さらに、バイオポリマーの繊維
のブロックを一辺約１インチから約１０インチ（約２．５４ｃｍから約２５．４ｃｍ）の
立方状体に切断する工程を含む方法に関する。
【００８６】
　本発明のある実施形態は、前述の任意の方法であって、さらに、生育培地に穴を設ける
工程と、生育培地内に種子を植える工程とを含む方法に関する。
【００８７】
　本発明のある実施形態は、前述の任意の方法であって、さらに、生育培地に切れ目を入
れる工程と、生育培地内に種子を植える工程とを含む方法に関する。
【００８８】
　本発明のある実施形態は、前述の任意の方法であって、さらに、立方状体の４つの面を
、隔壁用のフィルムで覆う工程を含む方法に関する。
【００８９】
　本発明のある実施形態は、前述の任意の方法であって、さらに、バイオポリマーに湿潤
剤を添加する工程を含む方法に関する。本発明のある実施形態は、前述の任意の方法であ
って、湿潤剤が、ジアルキルスルホサクシネート、アニオン性の脂肪族スルホン酸エステ
ルおよびポリオキシエチレンエステルからなる群から選択される方法に関する。
【００９０】
　本発明のある実施形態は、前述の任意の方法であって、さらに、溶融加工時にガスを導
入する工程を含む方法に関する。本発明のある実施形態は、前述の任意の方法であって、
ガスが窒素である方法に関する。
【００９１】
　本発明のある実施形態は、前述の任意の方法であって、さらに、溶融加工の前に、前記
バイオポリマーに化学発泡剤を添加する工程を含む方法に関する。本発明のある実施形態
は、前述の任意の方法であって、化学発泡剤が、クエン酸－炭酸水素ナトリウム系の化学
発泡剤である方法に関する。
【００９２】
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　本発明のさらなる他の構成は、前述の任意の方法で製造された生育培地に関する。
【００９３】
　本発明のさらなる他の構成は、生分解性のバイオポリマーおよび界面活性剤を含む複数
の繊維と、湿潤剤とを含み、前記繊維が前記湿潤剤で被覆されている植物生育培地に関す
る。
【００９４】
　本発明のさらなる他の構成は、生分解性のバイオポリマーを含む複数の繊維と、界面活
性剤と、湿潤剤とを含む植物生育培地に関する。
【００９５】
　本発明のある実施形態は、前述の任意の生育培地であって、生分解性のバイオポリマー
が、ポリ乳酸およびポリヒドロキシアルカノエートからなる群から選択される生育培地に
関する。
【００９６】
　本発明のある実施形態は、前述の任意の生育培地であって、界面活性剤が、エチレンオ
キシド／プロピレンオキシドのブロックコポリマー、グリセロールおよびレシチンからな
る群から選択される生育培地に関する、
【００９７】
　本発明のある実施形態は、前述の任意の生育培地であって、湿潤剤が、ジアルキルスル
ホサクシネート、アニオン性の脂肪族スルホン酸エステルおよびポリオキシエチレンエス
テルからなる群から選択される生育培地に関する。
【００９８】
　本発明のある実施形態は、前述の任意の生育培地であって、少なくとも一部が、連続気
泡の網状構造である生育培地に関する。
【実施例】
【００９９】
　本発明の大体の内容を上述したが、詳細な内容については以下の実施例から容易に理解
できるであろう。なお、以下の実施例は、本発明の構成および実施形態の例示に過ぎず、
本発明を限定するものではないことに留意されたい。
【０１００】
　（実施例１）
　ＰＬＡ　６３００Ｄ（Ｃａｒｇｉｌｌ　ＮａｔｕｒｅＷｏｒｋｓ（登録商標）社製）の
ポリマーの溶融物を用意した。この溶融物に、Ａｌｃｏｌｅｃ（Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ｌｅ
ｃｉｔｈｉｎ　Ｃｏｍｐａｎｙ社製）９．７％とグリセリン２．２％とを加えた。この溶
融物から、平均径０．００４インチ（１０１．６μｍ）の繊維を紡糸した。その後、繊維
を、標準的な園芸用育苗トレイ（２００個のキャビティー付き）の複数のキャビティーに
ランダムに挿入して圧縮し、最適な密度に調節した。この生育培地に穴を設けた後、マリ
ーゴールドの種子を植え、水をやって発芽させた。発芽して苗になった時点で、根が張っ
た培地を取り出して観察した。取り出した培地の苗は、根の形成および成長のいずれも満
足のいくものであり、何時でも移植できる状態であった。図８～図１０は、本実施例に対
応する写真である。
【０１０１】
　（実施例２）
　１００ｇのＰＬＡ　６３００Ｄ（Ｎａｔｕｒｅ　Ｗｏｒｋｓ社製）を試料として用意し
、２４０℃にまで加熱・溶融させた。これに対し、５グラムのＡｌｃｏｌｅｃ　Ｓ（Ａｍ
ｅｒｉｃａｎ　Ｌｅｃｉｔｈｉｎ　Ｃｏ．社製）を添加し、まんべんなく混合した。この
溶融物を、垂直方向に外径縁部が設けられた、ラボスケールの皿状の紡糸装置に注入した
。この外径縁部には一辺の長さ０．０３２インチ（８１２．８μｍ）の複数のオリフィス
が等間隔で貫通しており、装置が高速で回転すると、遠心力によって溶融物がオリフィス
から押し出される。得られた繊維は、紡糸部から十分に離れた位置の外鍔部で集められ、
温度低下して凝固する。紡糸部が軸方向に周期的運動することで、繊維は回収装置におい
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て繰り返し重なり合って堆積する。このようにして、繊維不織マットが実質的に得られる
。次に、このマットの繊維の太さ（caliper）、繊維の破断強度、密度、吸収性、および
水のウィッキング時間を測定した。
【０１０２】
【表１】

【０１０３】
　（実施例３）
　本実施例では、ラボスケールの紡糸装置の代わりにマルチストランドの押出ダイを備え
た１インチ５～７ポンド／時間のパイロット（試験）用のライン押出機を使用した点を除
いて、実施例２の条件を適用した。これに合わせるかたちで、２ｋｇのＰＬＡ　６３００
Ｄ（Ｎａｔｕｒｅ　Ｗｏｒｋｓ社製）を２４０℃にまで加熱・溶融させた。これに１００
グラムのＡｌｃｏｌｅｃ　Ｓを添加し、まんべんなく混合した。得られた溶融物を、「ク
ッキングシート」（天板）上に注ぎ、約１／８インチの厚さに固めた。固まった溶融物を
、約１／８×１／４×１／４インチのペレット寸法の小片に切断した。これにより、パイ
ロット用の押出機に供給するための実質的な「マスターバッチ」が得られた。押出機の動
作条件を、約４ポンド／時間、供給温度１５０℃、バレルの中間温度２２０℃、バレルの
下流端部温度２４０℃、押出ダイ温度２４０℃に設定した。繊維が、押出ダイから押し出
されて２００℃の熱風を受けて作製された。繊維の太さは、押出部での０．００７３イン
チから、熱風処理後に０．００１５インチへと変化した。繊維を束ねた後、手作業で不織
マットの模擬品を製作した。次に、このマットの繊維の太さ、繊維の破断強度、密度、吸
収性、および水のウィッキング時間を測定した。本実施例の押出機から得られた繊維の破
断強度および吸収性は、前記ラボスケールの紡糸装置よりも劣った。この違いは熱劣化（
thermal degradation）によるものであると考えられた。
【０１０４】
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【表２】

【０１０５】
　（実施例４）
　ＰＬＡ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　６２０２Ｄ（Ｎａｔｕｒｅ　Ｗｏｒｋｓ社製）の溶融物を、
その繊維溶融紡糸用の技術データシートのとおりに調製した。以下の表３に、その典型的
な材料特性および用途特性を示す。
【０１０６】

【表３】

【０１０７】

【表４】

【０１０８】
　Ｌ／Ｄ比２４：１～３０：１および圧縮比３：１の汎用スクリューが推奨される。ミキ
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シング部（混練部）または浅い（shallow）ミータリング（計量）チャネルを有するスク
リューの場合、スクリュー回転速度を高速にした際に、溶融物が過度に加熱されることが
ある。典型的な溶融紡糸温度は２２０～２４０℃である。ＰＬＡ　６２０２Ｄ（Ｎａｔｕ
ｒｅＷｏｒｋｓ（登録商標）社製）の収縮を制御するためには、高速のフィラメント速度
または引出速度と、加熱設定の制御とが必要である。
【０１０９】
　供給時の含水量が０．０４０％（４００ｐｐｍ）未満である６２０２Ｄを加工するには
、インライン（加工工程中）での乾燥能力が求められる。粘度低下（viscosity degradat
ion）や特性の損失を防ぐには、含水量が０．００５％（５０ｐｐｍ）未満であるのが望
ましい。典型的な乾燥条件は８０℃で４時間であり、その際の気流速度は、１時間あたり
の樹脂押出量（ｌｂ）で空気流量（ｃｆｍ）を除算した数値が０．５（ｃｆｍ／ｌｂｓ）
を超えるようにする。乾燥後の樹脂は、水分を再吸収しないように、大気条件に曝さない
のが望ましい。６２０２Ｄの用途には、ファイバーフィル（繊維充填材）、不織物、農業
用の職布および不織布、家庭ごみ処理用品などが含まれるが、必ずしもこれらに限定され
ない。
【０１１０】
　なお、バレルの電気加熱と高生産速度のウェブ製造装置（gear web）を備える２インチ
２４：１の押出機を用いた、詳細な設定例を紹介する。この設定におけるドラムで集積し
た繊維のウェブは、様々な用途に適している。以下の表４に、基本的な機械設定を示す。
【０１１１】
【表５】

【０１１２】
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【表６】

【０１１３】
　このメルトブローシステムでは、１００％の不織ウェブを実用的な製造速度で製造する
ことができる。乾燥したＰＬＡポリマー、および数ヶ月湿気に曝したＰＬＡポリマーのい
ずれも、良好に加工することができた。これは、他の繊維紡糸システムでは不可能である
。空気圧をほぼ除去することができ、また、少ないエネルギーで有用なウェブを得ること
ができる。目視検査により、１ミクロンから２０ミクロンの様々な繊維が確認された。こ
の紡糸システムでサブミクロンの繊維（例えば、ナノ繊維）を製造することもでき、この
ような繊維は、フィルタ材料やマスク材料に好適であると考えられる。また、このような
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繊維は、生育培地にも好適であると考えられる。高分子添加剤やマスターバッチも良好に
加工できると予想される。これらは、一般的に、親水性または疎水性の着色剤、抗菌剤な
どである。非乾燥状態のポリマーを材料として十分に使用でき、また、製造条件の変更が
ほぼ必要なかったことは注目に値する。機械設定は、ポリプロピレンポリマーに用いる設
定とほぼ同一であった。
【０１１４】
　（実施例５）
　ポリラクチド６２５１Ｄ（Ｎａｔｕｒｅ　Ｗｏｒｋｓ社製）９３．６％、Ｓｕｐｅｒ　
Ｗｅｔｔｉｎｇ　Ａｇｅｎｔ　Ｑ２－５２１１（Ｄｏｗ　Ｃｏｒｎｉｎｇ社製）１．７８
％、およびＦｏａｍａｚｏｌ　Ｆ７０（Ｂｅｒｇｅｎ社製）４．６％のブレンドを、１５
０℃の温度で溶融、混合し、押し出した。Ｓｕｐｅｒ　Ｗｅｔｔｉｎｇ　Ａｇｅｎｔ（Ｄ
ｏｗ　Ｃｏｒｎｉｎｇ社製）は界面活性剤であり、Ｆｏａｍａｚｏｌ（Ｂｅｒｇｅｎ社製
）はクエン酸－炭酸水素ナトリウム系の化学発泡剤である。得られた発泡体は、密度が１
０．４７ポンド／立方フィート（１６７．７１ｋｇ／ｍ３）、完全に排水した際の保水率
が６．６４ポンド／立方フィート（１０６．３６ｋｇ／ｍ３）であった。完全な網状では
なかったが、連続気泡構造が観察され、これは、苗栽培時に酸素がまんべんなく存在して
苗の根が貫通するのに十分であると認められた。図１１は、この発泡体の写真である。
【０１１５】
　（均等物）
　当業者であれば、日常的な実験の範囲内で、本明細書で開示した本発明の実施形態の数
多くの等価物を理解または想到することができるであろう。よって、上述の実施形態は例
示にすぎず、本発明には、添付の特許請求の範囲およびその等価物の範囲内で、明細書で
詳述した内容および添付の特許請求の範囲に記載された内容以上のものも包含される。
【０１１６】
　本明細書において引用した全ての米国特許および米国特許出願は、参照をもって本明細
書に取り入れたものとする。
【符号の説明】
【０１１７】
１０　　　　　　　　　　　バイオポリマー系の繊維
１１，２３，２４　　　　　植物生育培地
１４　　　　　　　　　　　成形用のキャビティー型
２０　　　　　　　　　　　繊維間の接触箇所
１９，６０　　　　　　　　容器
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【図７】 【図８】
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【図１１】
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